
令和5年度（2023年度）
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事業の目的と概要

Ⅰ　成果指標（活動指標）

Ⅱ　活動実績・成果

Ⅲ　課題と今後の取組

大綱 福祉・健康

政策 障がい者の暮らしを支えるまちづくり

施策 生活支援など暮らしの基盤づくり

（款） 3 民生費 （項）

管理事業名 障害者社会参加促進事業
総合計画
の体系

1 社会福祉費 （目） 12 障害者福祉費

部局名 福祉部
予算執行

所属
障がい福祉室、総合福祉会館

主な歳出
予算科目

一般会計

管理事業「障害者福祉事業」と同様に、すべての障がい者が地域で安心して暮らすことを目的とした事業で、主に障がい者の社会
参加を促すことを目的とする。内容としては、日常生活の場でもある日常活動系サービスの提供や、日常生活の向上を図るための
訓練等給付とともに、余暇活動など外出時の移動支援を進める。

指  標  名 単位 令和3年度 令和4年度 令和5年度 指　標　の　定　義

（障がい者向け）教室の
参加人数

人 643 1,036 1,156
在宅障がい者を対象に実施している陶芸教室・七宝焼教室・
料理教室・ストレッチ体操教室等の延べ参加人数

日中活動系サービス事業
の利用人数

人 1,145 1,155 1,187 日中活動系サービス事業の利用人数（療養介護・生活介護）

訓練等給付事業の利用人
数

人 1,332 1,473 1,630
訓練等給付事業の利用人数（自立支援（機能訓練、生活訓
練、就労移行支援、就労継続支援（A型、B型）、就労定着支
援）

啓発活動（講座）数 回 27 184 195 市主催の講習会（手話、点字、要約筆記）の延べ開催回数

【成果指標１】（障がい者向け）教室の延参加人数
　令和５年度の教室事業は、新型コロナウイルス感染症の位置
づけが５類感染症に変更となったことを受け、通常に戻した。
教室事業全体の延べ参加人数も元に戻りつつある。各種教室の
開催により、在宅障がい者の日常生活能力を高め、社会参加の
促進を行った。
創作的活動
・陶芸教室　761人（前年比：112人の増）
・七宝焼　155人（前年比：15人の減）
機能訓練
・ストレッチ体操教室等　226人（前年比：24人の増）
・料理教室　14人（前年比：1人の減）

【成果指標２】日中活動系サービス事業の利用人数
　障がい者が日中に利用する療養介護及び生活介護を利用でき
るように、障害福祉サービスの提供を行った。
・療養介護　38人（前年比：3人の減）
・生活介護　1,149人（前年比：35人の増）

【成果指標３】訓練等給付事業の利用人数
　障がい者が自立訓練及び就労訓練、就労定着支援を利用でき
るように、障害福祉サービスの提供を行った。
・自立訓練（機能訓練）　10人（前年比：4人の増）
・自立訓練（生活訓練）　139人（前年比：6人の減）
・就労移行支援　373人（前年比：17人の増）
・就労継続支援A型　345人（前年比：45人の増）
・就労継続支援B型　641人（前年比：93人の増）
・就労定着支援　122人（前年比：4人の増）

【成果指標４】啓発活動（講座）数
・手話講習会：入門コース95回、会話コース48回
・点字講習会：一般コース10回、中途失明者触読コース10回、例
会24回
・要約筆記講習会18回

【財務情報に基づいた評価】
　経常費用のうち、負担金・補助金・交付金等が97.2％
（6,070,578千円）を占めている。そのうち、96.9％が障がい福祉
サービス費に係る負担金（5,887,930千円）となっている。
　一般財源比率は28.1％で、事業費のほとんどが特定財源であ
り、主な特定財源は自立支援介護給付費負担金となっている。

・本事業の経常経費のうち、97.2％を占める負担金・補助金・
交付金等の大半が、国の制度に基づく負担金や補助金の交付事
業であり、年々増加傾向にあるため、効果的かつ持続可能な運
用を行う必要がある。
・今後も、障がい者に対して、日中活動の場の提供や社会参加
の促進、就労や自立した日常生活または社会生活に必要な訓練
を提供する専門性の高いサービスを確保するほか、広く障がい
者への理解を促進できる取組についても、継続して行っていく
必要がある。

・手話講習会受講希望者が多く、手話言語等促進条例の施行も受
け、新たな会場の確保等、受講できる人数の拡充を検討を行う必
要がある。



Ⅳ　財務情報
◆貸借対照表【ＢＳ】 （単位：千円）

現金預金 流動負債
未収金 地方債
財政調整基金 短期借入金
短期貸付金 賞与引当金
徴収不能引当金 未払金
その他流動資産 リース債務

有形固定資産 その他流動負債
土地 固定負債
建物・工作物 地方債
リース資産 長期借入金
建設仮勘定 退職手当引当金

無形固定資産 リース債務
有形固定資産 その他固定負債

土地 負債の部合計
建物・工作物
建設仮勘定 純資産

重要物品
図書館資料
投資その他の資産

出資金
長期貸付金
基金
徴収不能引当金 純資産の部合計
その他債権

資産の部合計

◆行政コスト計算書【ＰＬ】 （単位：千円） 財務諸表の特徴的な事項

地方税
分担金及び負担金
使用料及び手数料

府支出金（経常費用充当）
財産収入
寄附金
他会計からの繰入金
受取利息及び配当金
その他
経常収入　小計 (a)
給与関係費
物件費
維持補修費
社会保障扶助費

特別会計への繰出金
減価償却費
徴収不能引当金繰入額
賞与引当金繰入額
退職手当引当金繰入額
支払利息
その他
経常費用　小計 (b)

経常収支差額 (a)-(b)=(c)
固定資産売却益 単位当たりのコスト分析(「経常費用 小計(b)」÷「実績」）
その他
特別収入　小計 (d) 円 円 円
固定資産除売却損 人 人 人
その他 円 円 円
特別費用　小計 (e)

特別収支差額 (d)-(e)=(f)
一般財源調整額 (g)
当期収支差額 (c)+(f)+(g)
一般財源充当額
一般会計からの繰入金
一般会計への繰出金
再計

人にかかるコストの内訳
◆キャッシュ・フロー収支差額集計表【ＣＦ】 （単位：千円）

行政サービス活動収入
行政サービス活動支出

投資活動収入
投資活動支出
投資活動収支差額 分析指標 (単位:％)

財務活動収入
財務活動支出
財務活動収支差額
収支差額　合計
一般財源充当額
一般会計からの繰入金
一般会計への繰出金
前年度からの繰越金

勘定科目
令和4年度末 令和5年度末 差額

勘定科目
令和4年度末 令和5年度末 差額

A B B-A A B B-A

流
動
資
産

- - - 7,290 7,580

- - - -

290
- - - - - -

- -
- - - 7,290 7,580 290
- - - - - -
- - - - - -

固
定
資
産

事
業
用
資
産

- - - -

- - - -

- -
- - - 64,138 68,018 3,879

- -
- - - - - -
- - - 64,138 68,018 3,879
- - - - - -

イ

ン

フ

ラ

資

産

- - - - -

- - -

-
- - - 71,428 75,598 4,169

- - - △71,428 △75,598 △4,169
- - -
- - -
- - -
- - -
- - -
- - -
- - - △71,428 △75,598 △4,169

負債及び純資産の部
合計

- -
- - -

-- - -

勘定科目 令和3年度
令和4年度 令和5年度 差額 勘定科目等 特徴的な事項

A B B-A
【PL】
国庫支出金
（経常費用
充当）

障害者自立支援給付費等国庫負担金【日中活動系
サービス1,705,696千円（103,262千円増）、訓練等
給付1,054,763千円（120,757千円増）等】
障害者自立支援事業費等補助金【移動支援132,845
千円（12,239千円減）等】

- - -

経
常
収
入

- - - -
- - - -
-

国庫支出金（経常費用充当） 2,626,133 2,689,756 2,901,150 211,394
1,258,953 1,333,899 1,436,300 102,401

【PL】
府支出金
（経常費用
充当）

障害者自立支援給付費等府負担金【日中活動系サー
ビス862,091千円（60,390千円増）、訓練等給付
504,816千円（48,544千円増）等】
障害者自立支援事業費等補助金【移動支援66,007千
円（6,299千円減）等】

- - - -
49,038 101,644 148,141 46,497

- - - -
- - - -

3,160 8,497 447 △8,050
【PL】
負担金・補
助金・交付
金

障がい福祉サービス費【日中活動系サービス
3,440,592千円（231,010千円）、訓練等給付
サービス1,996,044千円（169,375千円増）、移
動支援451,294千円（32,221千円増）等】

3,937,284 4,133,796 4,486,038 352,242

経
常
費
用

98,960 91,277 92,260 983
20,052 30,015 40,279 10,264

- - - -
32,258 29,450 26,629 △2,820

負担金・補助金・交付金等 5,337,864 5,647,907 6,070,578 422,671
- - - -
- - - -
- - - -

6,748 7,290 7,580 290
9,458 △325 7,386 7,712

- - - -
- - - -

5,505,339 5,805,613 6,244,712 439,099
△1,568,055 △1,671,817 △1,758,674 △86,857

特
別
収
入

- - - -
- - - - 単位 令和3年度 令和4年度 令和5年度
- - - -

市民1人
コスト 14,534 15,228 16,333

特
別
費
用

- - - - 実績 378,781 381,238 382,336
- - - - コスト

- - - - 実績
- - - -

分
析
内
容

市民1人あたり16,333円のコストがかかっている。各年度
の３月３１日現在における吹田市人口で算出している。

- - - -
△1,568,055 △1,671,817 △1,758,674 △86,857
1,565,074 1,677,274 1,754,505 77,232

- - - -
- - - -

△2,981 5,457 △4,169 △9,626

給与関係費
等(千円)

月平均従事
人数(人)区分 令和3年度

令和4年度 令和5年度 差額 うち時間外手
当等(千円)A B B-A

3,937,277 4,133,803 4,486,038 352,235 常勤・再任用 97,752 1,125 11.27
5,502,351 5,811,077 6,240,543 429,467 会計年度任用等 9,474

-行政サービス活動収支差額 △1,565,074 △1,677,274 △1,754,505 △77,232 特別職非常勤
- - - - 合計 107,226
- - - -
- - - -
- - - - 　　　　　　　年度

分析指標
令和3年度 令和4年度 令和5年度 差

- - - - A B B-A
- - - - 施設老朽化比率 - - - -

△1,565,074 △1,677,274 △1,754,505 △77,232 施設維持補修費比率 - - - -
1,565,074 1,677,274 1,754,505 77,232 経常費用対公共資産比率 - - - -

- - - - 徴収不能引当率 - - - -
- - - - 受益者負担比率 - - - -

28.9 28.1 △ 0.8- - - - 一般財源充当比率 28.4

57(一般会計・障害者社会参加促進事業)


